
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 132号 令和 5 年 11月 28 日（火） 

発行 税理士法人 KJグループ 

〒536-0006 

大阪市城東区野江 4丁目 11 番 6 号 

TEL：（06）6930-6388 

FAX：（06）6930-6389 

経営者のための

■令和 5 年分所得税確定申告のポイント（住宅ローン控除）■ 

令和 5 年 1 月 1 日以後に居住用家屋等をその者の居住用に供し、令和 6 年 1 月 1 日以後に確定申告、 

年末調整で住宅ローン控除の適用を受ける場合の手続が、申告利便の向上等の観点から、下記の通りとなりま

す。 

 

➢ 金融機関等は、毎年、残高証明書を納税者に交付するのではなく、年末残高の情報等を記載した調

書を税務署に提出  

➢ 税務署はこの情報が記載された住宅ローン税額控除証明書を毎年納税者に交付  

➢ 納税者による残高証明書、請負契約書等の書類の提出又は提示は不要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典 税務懇話会) 
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